
  第２節　廃棄物等の適正処理の推進

〈主な指標と最新実績〉
一般廃棄物の最終処分量� 67千t（2021［令和３］年度）
産業廃棄物の最終処分量� 118千t（2017［平成29］年度）
産業廃棄物の再生利用率� 51.6％（2017［平成29］年度）
不法投棄早期解決率� 100％（2022［令和４］年度）
市町村土砂条例制定数� 29（2022［令和４］年度）

　家庭等から出されるごみやし尿などの一般廃棄
物を衛生的に処理することは、私たちの生活環境
を守り、公衆衛生の向上を図る上で大変重要です。
　一般廃棄物の処理は、市町村が定めた計画（一
般廃棄物処理計画）に基づいて行われています。
　県では、市町村における一般廃棄物の処理が適
正に安定して行えるよう、ごみ処理施設等の建設
や維持管理に係る情報提供や技術指導を実施して
います。

（1）ごみ処理の状況
　2021（令和３）年度のごみ総排出量は約688
千tであり、県民一人一日当たり968gとなって
います（県民一人一日当たりの内訳は、生活系ご
みが744g、事業系ごみが224gです。）。
　県内のごみ総排出量は、表2－2－2－1、ごみ
処理の状況は、次頁の図2－2－2－1のとおりで
す。

１　　一般廃棄物処理の現状　【廃棄物・リサイクル課】

第１項　一般廃棄物の適正処理の推進と処理施設の広域化

年度 H29 H30 R元 R２ R３
ごみ総排出量 717,256 713,919 713,518 708,460 687,877

表2−2−2−1　県内のごみの総排出量� （単位：t）

（2）し尿処理の状況
　し尿は、下水道終末処理施設、浄化槽、し尿処
理施設等により処理が行われています。
　2021（令和３）年度は約1,866千人（約95.8％）
が、浄化槽や公共下水道等を使った、水洗化によ

るし尿処理を行っています。また、45万kLのく
み取りし尿や浄化槽汚泥が、し尿処理施設で処理
されました。
　県内のし尿の処理状況は、表2－2－2－2のと
おりです。

年度 H29 H30 R元 R２ R３
人口（千人） 1,992 1,983 1,972 1,960 1,948

水洗化人口

浄化槽 898 904 881 872 781
公共下水道 970 963 975 977 970
コミュニティプラント 24 24 23 23 20
集落排水施設等 － － － － 96

計
（水洗化率）

1,892
（95.0%）

1,890
（95.3%）

1,879
（95.3%）

1,872
（95.5%）

1,866
（95.8%）

非水洗化人口 くみ取り､ 自家処理 100 93 92 88 81
し尿処理量（kL） し尿、浄化槽汚泥等 475,498 467,492 449,911 454,190 452,386

表2−2−2−2　県内のし尿の処理状況�

（注）各項目で四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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図2−2−2−1　2021（令和３）年度における県内のごみ処理の状況
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　市町村、一部事務組合及び県で構成する「群馬
県一般廃棄物処理施設等連絡協議会」を組織し、
例年、処理施設の維持管理担当者を対象とする研
修と情報交換を行っています。2020（令和２）年

度、2021（令和３）年度は、新型コロナウイルス
感染症対策のため、活動を自粛しましたが、2022

（令和４）年度は対面にて活動を実施しました。

　県内の市町村及び一部事務組合における、ごみ
処理及びし尿処理は、焼却施設（18か所）、粗大
ごみ処理施設・資源化施設（27か所）、ごみ固形
燃料化施設（１か所）、高速堆肥化施設（２か所）、
最終処分場（22か所）、し尿処理施設（19か所）
で行われています。

　2022（令和４）年度には、これらの施設の適
正な維持管理の確保を目的として、県は、50施
設の立入調査を実施し、施設の維持管理に係る基
準等の遵守状況について監督指導を行いました。
立入調査の状況は表2－2－2－3のとおりです。

２　　市町村担当者への研修及び情報交換による適正処理の推進　【廃棄物・リサイクル課】

３　　施設の適正な維持管理の確保のための監督指導　【廃棄物・リサイクル課】

表2−2−2−3　市町村と一部事務組合におけるごみ処理施設及びし尿処理施設の数とその立入調査数�（単位：施設、回）

表2−2−2−4　循環型社会形成推進交付金等の交付状況等� （単位：千円）

年度 H30 R元 R２ R３ R４
ごみ処理施設及びし尿処理施設の数（休止施設含む） 98 98 97 97 97
立入調査の数 45 76 65 52 50

年度 H30 R元 R2 R3 R4
事業実施主体数（市町村､一部事務組合） 6 5 6 3 5
当該年度事業費（千円） 9,174,513 7,153,229 21,075,304 6,901,846 8,427,815 
当該年度に支出した交付金額（千円） 3,473,202 2,087,474 6,664,518 3,157,613 2,099,928 

　循環型社会形成推進交付金等の交付金制度を活
用して廃棄物処理施設を適切に整備できるよう、
市町村等が循環型社会形成推進地域計画を策定し、
交付金を活用して施設設備をする際に、助言指導

を行いました。
　循環型社会形成推進交付金等の交付を受けて行
った県内の事業の実施状況は表2－2－2－4のと
おりです。

４　　交付金制度を活用した一般廃棄物処理施設整備への支援　【廃棄物・リサイクル課】

５　　群馬県一般廃棄物処理広域化マスタープラン実現に向けた市町村等への支援　【廃棄物・リサイクル課】

　効率性、経済性及び環境に与える負荷の低減、
さらには循環型社会形成の観点から、県内市町村
の一般廃棄物処理の広域化を推進することを目的
として、2008（平成20）年１月に「群馬県一般
廃棄物処理マスタープラン」、2017（平成29）年
３月に「群馬県一般廃棄物処理広域化マスタープ
ラン」を策定しました。2021（令和３）年３月に
は、「温室効果ガス排出量ゼロ」、「災害時の停電ゼロ」
の実現に向け、一般廃棄物処理施設における発電
施設の導入促進に関する事項等を追加しました。
　県は、県全体として最適と考える広域化のため
のブロック区分（図2－2－2－2）、施設集約の将
来像（表2－2－2－5）、市町村間の協議の方法、
県による支援等を本マスタープランに示すことに

より、市町村による広域化に向けた検討及び協議
を促進し、もって県全体として調和のとれた広域
化を推進しています。
　また、本マスタープランを実効性のあるものに
するため、広域ブロックごとに、順次その構成市
町村を対象に、広域化を推進する実施主体となる
組織設立の支援を行っています。支援の状況は表
2－2－2－6のとおりです。
　2022（令和４）年度は、藤岡富岡ブロック、
吾妻ブロック及び利根沼田ブロックの市町村に対
し、広域化に向けた事務の進め方や広域的な施設
整備のための交付金の交付手続等に係る相談対応、
情報提供等を行いました。
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図2－2－2－2
一般廃棄物処理広域化マスタープランにおける広域ブロック区分
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表2−2−2−5　施設集約の将来像（ブロック別既存施設数及び将来施設整備計画数）

ブロック区分 焼却施設等 粗大・資源化
施設 最終処分場 し尿処理

施設 施設数計

既存
施設

（H27年度）

①前橋 3 4 2 2 11
②渋川 1 2 1 1 5
③伊勢崎 2 2 2 3 9
④高崎安中 3 4 2 2 11
⑤藤岡富岡 5 6 4 4 19
⑥吾妻 3 2 2 2 9
⑦利根沼田 4 2 2 2 10
⑧太田館林 5 3 2 5 15
⑨桐生みどり 1 2 3 1 7
９ブロック計(ａ) 27 27 20 22 96

将来施設
整備計画数

（R８年度）

①前橋 1～3 4 1 2 8～10
②渋川 1 2 1 1 5
③伊勢崎 2 2 1 1～3 6～8
④高崎安中 2～3 2～3 1 2 7～9
⑤藤岡富岡 5 6 4 4 19
⑥吾妻 3 2 2 2 9
⑦利根沼田 4 2 1 2 9
⑧太田館林 2 3 2 4 11
⑨桐生みどり 1 2 2 1 6
９ブロック計(ｂ) 21～24 25～26 15 19～21 80～86
統合割合(ｂ／ａ）78％～89％ 93％～96％ 75% 86％～95％ 83％～90％

将来施設
整備計画数

（R23年度）

①前橋 1 1 1 1 4
②渋川 1 1 1 1 4
③伊勢崎 1 1 1 1 4
④高崎安中 2 2 1 2 7
⑤藤岡富岡 1～2 1～2 1～2 1～2 4～8
⑥吾妻 1 1 1 1 4
⑦利根沼田 2 1 1 1 5
⑧太田館林 2 2 2 2 8
⑨桐生みどり 1 1 1 1 4
９ブロック計(ｃ) 12～13 11～12 10～11 11～12 44～48
統合割合(ｃ／ａ）44％～48％ 41％～44％ 50％～55％ 50％～55％ 46％～50％

表2−2−2−6　一般廃棄物処理広域化に係る市町村支援状況

年度　
　支援内容 H30 R元 R２ R３ Ｒ４

協議会設立準備支援 利根沼田 利根沼田 利根沼田 － －

協議会参加、広域化のた
めの情報提供等

吾妻
利根沼田

吾妻
利根沼田

吾妻
利根沼田

吾妻
利根沼田

藤岡富岡 
吾妻 

利根沼田

　廃棄物処理は、国民生活を維持し経済を支える
必要不可欠な社会インフラであり、各種感染症拡
大時には、当該感染症に係る廃棄物を適正に処理
しつつ、それ以外の廃棄物の処理についても安定
的に業務を継続することが求められます。そのた

め、市町村及び処理業者に対し、危機管理体制や
感染防止策、事業継続に必要な人員及び物資の確
保等をあらかじめ検討した廃棄物処理事業継続計
画を策定することなどにより、感染症拡大時にも
事業が継続できる体制の整備を指導しています。

６　　各種感染症拡大時にも対応できる体制の整備　【廃棄物・リサイクル課】
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　様々な事業活動に伴って県内で排出される産業
廃棄物は、2021（令和３）年度実績（環境省 ｢令
和４年度廃棄物の広域移動対策検討調査｣）では、
表2－2－2－7のとおり、年間約268万tと推計さ
れています。
　産業廃棄物の種類別の取扱量については、がれ
き類が最も多く、以下、木くず、汚泥、廃プラス
チック類の順となっています。このうち、中間処
理＊２量については、県内処理では、がれき類が最
も多く、次いで木くずであり、県外処理では、汚泥、
廃プラスチック類、がれき類の順となっています。
一方、最終処分（埋立）については、県内処理では、
がれき類が最も多く、次いで廃プラスチック類と
ガラスくず等であり、県外処理では、廃プラスチ

ック類、汚泥、がれき類の順となっています。
　また、県内で発生した産業廃棄物の広域移動量
は、表2－2－2－8のとおりで、中間処理量及び
最終処分量の合計は、県内処理が年間約191万t、
県外処理が年間約77万tであり、71％程度が県
内で処理されています。なお、表2－2－2－9の
とおり、約119万tが県外から搬入されるなど、
産業廃棄物の処理は広域的に行われています。
　さらに、産業廃棄物の再生利用率は、2017（平
成29）年度の推計値（2018［平成30］年度群馬
県廃棄物実態調査）で、51.6％でした。利用量
の多いものでは、がれき類が土木・建設資材へ、
汚泥が肥料・土壌改良材やセメント原材料へと利
用されていました。

１　　産業廃棄物＊１処理の現状　【廃棄物・リサイクル課】

第２項　産業廃棄物の適正処理の推進と処理施設の確保

＊１�産業廃棄物：廃棄物のうち、事業活動に伴って生じた燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定めるものを
産業廃棄物といい、20種類が定められています。また、そのうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ず
るおそれがある性状を有するものは特別管理産業廃棄物として区分されています。

＊２中間処理：産業廃棄物を埋立処分などする前に、減容化・無害化・安定化などの処理をすることをいいます。

表2−2−2−7　県内発生産業廃棄物の広域移動量（種類別）（2021［令和３］年度実績）� （単位：千t）

産業廃棄物の種類 取扱量 県内処理 県外処理
中間処理 最終処分 中間処理 最終処分

燃 え 殻 17 1 － 10 6
汚 泥 263 57 － 179 27
廃 油 55 28 － 27 －
廃 酸 23 0 － 23 －
廃 ア ル カ リ 33 1 － 32 －
廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 257 114 6 104 33
紙 く ず 11 5 － 5 1
木 く ず 302 281 － 21 1
繊 維 く ず 4 2 － 1 0
動 植 物 性 残 さ 70 46 － 24 －
動 物 系 固 形 不 要 物 － － － － －
ゴ ム く ず 0 0 0 0 0
金 属 く ず 48 38 0 9 0
ガ ラ ス く ず 等 168 97 6 59 5
鉱 さ い 78 0 － 63 15
が れ き 類 1,286 1,195 7 68 17
動 物 の ふ ん 尿 9 9 － － －
動 物 の 死 体 1 1 － － －
ば い じ ん 18 0 － 13 5
そ の 他 32 11 0 18 2

計 2,675 1,886 19 657 113
（注）１　�全国の処分実績報告を基に作成した「廃棄物の広域移動対策検討調査」（環境省）から抜粋したものです。

なお、県内処理及び県外処理の移動量については、それぞれ中間処理又は最終処分目的で広域移動した
量としています。

　　２　「0」は500t未満を、「－」は該当なしを表しています。
　　３　�特別管理産業廃棄物は対応する産業廃棄物の種類に計上しています。ただし、感染性廃棄物は「その他」

に含まれています。
　　４　項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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　産業廃棄物処理業者の状況は、表2－2－2－
10のとおり、施設設置許可の状況は、表2－2－
2－11のとおりです。
　県民生活や産業活動を維持する上で、産業廃棄
物の「処理施設」の整備は不可欠ですが、生活環
境への悪影響を懸念する周辺住民の反対等がある

中で、新たな施設の設置は依然として難しい状況
にあります。
　県では、生活環境に配慮した優良な処理施設を
確保するため、排出業者や処理業者に対する指導
と廃棄物処理に対する県民の信頼の向上に努めて
います。

表2−2−2−8　県内発生産業廃棄物の広域移動量（搬出先別）（2021［令和３］年度実績）� （単位：千t）

表2−2−2−9　県外から県内へ搬入される産業廃棄物の広域移動量（搬出元別）（2021[令和３]年度実績）�（単位：千t）

処理区分
搬出先地域 総計 中間処理 最終処分

県内処理 1,905 1,886 19
県外処理計 770 657 113

茨城県 30 30 1
栃木県 203 202 1
埼玉県 207 207 －
千葉県 33 32 1
東京都 36 36 －
神奈川県 16 16 0

ブロック内処理計 525 522 3
ブロック外処理計 245 135 110

北海道・東北 106 56 50
中部 90 38 52
近畿 4 4 1
中国 3 2 1
四国 0 0 －
九州・沖縄 42 36 7

処理区分
搬出元地域 総計 中間処理 最終処分

県外搬入計 1,190 1,129 61
茨城県 34 32 2
栃木県 140 132 8
埼玉県 374 349 24
千葉県 25 22 3
東京都 130 112 18
神奈川県 51 47 4

ブロック内処理計 754 695 59
ブロック外処理計 434 433 1

北海道・東北 387 387 0
中部 45 44 1
近畿 1 1 0
中国 1 1 －
四国 － － －
九州・沖縄 － － －

（注）１　�全国の処分実績報告を基に作成した「廃棄物の広域移動対策検討調査」（環境省）から抜粋したものです。
なお、中間処理及び最終処分の移動量については、それぞれ中間処理又は最終処分目的で広域移動した
量としています。

　　２　「0」は500t未満を、「－」は該当なしを表しています。
　　３　項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

（注）１　�全国の処分実績報告を基に作成した「廃棄物の広域移動対策検討調査」（環境省）から抜粋したものです。
なお、中間処理及び最終処分の移動量については、それぞれ中間処理又は最終処分目的で広域移動した
量としています。

　　２　「0」は500t未満を、「－」は該当なしを表しています。
　　３　項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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表2−2−2−11　産業廃棄物処理施設設置許可の状況（各年度末現在）　� （単位：施設、場）

（注）１　�廃棄物処理法に基づく設置許可（1992［平成４］年７月３日以前は設置届出）をした施設数です（括弧内
は前橋市内及び高崎市内に設置された処理施設数で内数）。

　　２　最終処分場については、埋立てが終了しても廃止の確認がされていない施設を含みます。
　　３　�最終処分場（安定型）については、1997（平成９）年11月末以前に設置された埋立面積3,000㎡未満のも

のを含みません。
　　４　木くず又はがれき類の破砕施設については、届出によるものを含みます。
　　５　｢汚泥・廃油・廃プラスチック類・廃PCB等｣を除く産業廃棄物の焼却施設を指します。

表2−2−2−10　産業廃棄物処理業者の状況（各年度末現在）� （単位：者）

区分　

　年度

産業廃棄物処理業 特別管理産業廃棄物処理業

計収集運搬業
 処　　 分　   業 収集

運搬業 処分業中間処理 最終処分 中間処理
最終処分

H30 5,232 206（53） 4（2） 5（4） 549 14（4） 6,010（63）
R元 5,463 197（50） 4（2） 5（4） 574 14（4） 6,257（60）
R２ 5,530 196（52） 4（2） 5（4） 584 13（4） 6,332（62）
R３ 5,699 202（51） 5（2） 6（5） 595 13（4） 6,520（62）
R４ 5,841 198（44） 5（2） 6（5） 608 13（4） 6,671（55）

（注）�産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業、特別管理産業廃棄物収集運搬業、特別管理産業廃棄物処分業の許可を重複して取得
している業者がいるため、計欄は延べ業者数です（括弧内は前橋市内及び高崎市内のみに処理施設のある許可業者数で内数）。

産業廃棄物処理施設の種類 設置者区分 年度
H30 R元 R２ R３ R４

汚泥の脱水施設
（10㎥/日を超えるもの）

事 業 者 34 （8） 33 （7） 33 （7） 33 （7） 33 (7)
処 理 業 者 3 （1） 3 （1） 3 （1） 3 （1） 3 (1)

汚泥の乾燥施設（機械乾燥）
（10㎥/日を超えるもの）

事 業 者 6 （2） 6 （2） 6 （2） 6 （2） 6 (2)
処 理 業 者 1 1 1 1 1

汚泥の乾燥施設（天日乾燥）
（100㎥/日を超えるもの）

事 業 者 − − − − −
処 理 業 者 − − − − −

汚泥の焼却施設（5㎥/日を超えるもの・200
㎏/時以上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 2 2 2 2 2
処 理 業 者 5 （1） 7 （1） 7 （1） 6 （1） 6 (1)

廃油の油水分離施設
（10㎥/日を超えるもの）

事 業 者 1 （1） 1 （1） 1 （1） 1 （1） 1 (1)
処 理 業 者 5 （1） 6 （1） 6 （1） 6 （1） 6 (1)

廃油の焼却施設（1㎥/日を超えるもの・200
㎏/時以上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 3 （2） 3 （2） 3 （2） 4 （3） 4 (3)
処 理 業 者 7 （2） 10 （2） 9 （2） 8 （2） 8 (2)

廃酸又は廃アルカリの中和施設
（50㎥/日を超えるもの）

事 業 者 − − − − −
処 理 業 者 − − − − −

廃プラスチック類の破砕施設
（５t/日を超えるもの）

事 業 者 7 7 6 6 3
処 理 業 者 42 （15） 42 （14） 43 （14） 45 （14） 46 (14)

廃プラスチック類の焼却施設（100㎏/日
以上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 5 （1） 5 （1） 4 （1） 4 （1） 4 (1)
処 理 業 者 12 （4） 14 （4） 13 （4） 12 （4） 12 (4)

木くず又はがれき類の破砕施設
（５t/日を超えるもの）

事 業 者 18 （7） 18 （7） 40 （29） 39 （28） 35 (27)
処 理 業 者 205 （90） 214 （94） 196 （78） 206 （86） 208 (90)

PCB汚染物の洗浄施設 事 業 者 1 1 − − −
処 理 業 者 − − − − −

産業廃棄物の焼却施設（200㎏/日以上
のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 3 3 1 2 （1） 2 (1)
処 理 業 者 11 （3） 13 （3） 12 （3） 11 （3） 11 (3)

中間処理施設小計 事 業 者 80 （21） 79 （20） 96 （42） 97 （43） 90 (42)
処 理 業 者 291（117） 310（120） 290（104） 298（112） 301 (116)

安定型最終処分場 事 業 者 3 3 3 3 3
処 理 業 者 21 （10） 20 （9） 19 （9） 19 （9） 19 (9)

管理型最終処分場 事 業 者 7 （1） 7 （1） 7 （1） 7 （1） 7 (1)
処 理 業 者 3 （1） 3 （1） 4 （1） 4 （1） 4 (1)

最終処分場小計 事 業 者 10 （1） 10 （1） 10 （1） 10 （1） 10 (1)
処 理 業 者 24 （11） 23 （10） 23 （10） 23 （10） 23 (10)

計 事 業 者 90 （22） 89 （21） 106 （43） 107 （44） 100 (43)
処 理 業 者 315（128） 333（130） 313（114） 321（122） 324 (126)
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（1）�産業廃棄物相談員による排出事業者への指
導拡充

　産業廃棄物は、排出事業者が自らの責任で適正
に処理することが義務付けられています。県では、
排出事業者に対して、排出者責任の啓発や適正処
理に関する指導を行うため、産業廃棄物相談員を
県内３か所（廃棄物・リサイクル課、西部環境森
林事務所、東部環境事務所）に配置しています。
　2022（令和４）年度は、表2－2－2－12のと
おり、391事業所に対して、廃棄物の排出抑制や
再生利用、適正処理等に関する指導・相談を行い
ました。
　また、併せてホームページ「群馬県産業廃棄物
情報」により、関係法令や処理業者に関するデー
タ等、廃棄物に関する各種最新情報をわかりやす
く排出事業者や県民にお知らせしています。

（2）立入指導による適正処理業者の育成
　産業廃棄物は、排出事業者が自ら適正に処理す
るほか、その責任において、収集運搬業・処分業
の許可を有する処理業者に委託して処理すること
とされています。
　処理業者に対しては、不適正処理につながるよ
うな行為が行われていないかを確認するため、毎
年度、定期的に立入検査を実施しています。
　2022（令和４）年度は、表2－2－2－13のと
おり、延べ266事業所に対して立入検査を実施し
ました。
　なお、不適正処理等により「廃棄物の処理及び
清掃に関する法律」（廃棄物処理法）に違反したり、
欠格要件に該当した処理業者に対しては、許可取
消等の行政処分を行っており、2022（令和４）
年度は10業者に対して許可取消の行政処分を行
いました。

　廃棄物処理施設の設置にあたり、廃棄物処理法
やその他関係法令の手続を行う前段階として、事
前協議制度を実施しています。この制度は、持続
可能な循環型社会づくりに向けて、地域理解の促
進や廃棄物の適正処理の推進を図り、また、周辺
地域の生活環境の保全や周辺施設への適正な配慮
を図ることを目的としています。

　現在の事前協議制度は、2013（平成25）年に

立地規制の追加等の見直しを行っています。今後

も制度の見直しを行いながら、時代に即した必要

な処理施設の設置を促進していきます。

　なお、2022（令和４）年度の処理業者の許可

状況は表2－2－2－14、処理施設の設置許可の

状況については表2－2－2－15のとおりです。

２　　排出事業者・廃棄物処理業者への監視・指導の強化　【廃棄物・リサイクル課】

３　　事前協議制度の運用等による必要な処理施設の設置促進　【廃棄物・リサイクル課】

表2−2−2−12　�産業廃棄物相談員の指導・相談状況
� （単位：件）

年度 H30 R元 R２ R３ R４
訪問件数 406 429 352 414 391

表2−2−2−13　処理業者への立入検査の状況�（単位：件）

年度 H30 R元 R２ R３ R４
立入検査 301 311 279 305 266

表2−2−2−15　�産業廃棄物処理施設設置許可の状況
（2022[令和４]年度）�（単位：件）

区分 設置許可 変更許可
中間処理施設 1 3
最終処分場 0 0

計 1 3
（注）前橋市及び高崎市の許可件数を除いたもの。

表2−2−2−14　�産業廃棄物処理業者の許可状況
（2022[令和４]年度）（単位：件）

事　業　区　分 新規
許可

更新
許可

変更
許可 合計

産業廃棄物収集運搬業 310 806 78 1,194
産業廃棄物処分業 3 25 1 29
特別管理産業廃棄物収集運搬業 31 108 8 147
特別管理産業廃棄物処分業 0 1 0 1

計 344 940 87 1,371
（注）更新許可：許可期限ごとに更新（継続）する場合。
　　変更許可：許可範囲の拡大等を行う場合。
　　いずれも、前橋市及び高崎市の許可件数を除いたもの。
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　県が許可している産業廃棄物処理業者に関して、
ホームページ「群馬県産業廃棄物情報」において
取り扱える産業廃棄物の種類や処理方法等を紹介
しています。

　産業廃棄物のリサイクルを促進するため、排出
事業者が希望するリサイクル処理につながるよう、
産業廃棄物処理業者のリサイクル処理に関する情
報発信を強化します。

　2010（平成22）年の廃棄物処理法の改正により、
優良産廃処理業者認定制度が新たに設けられ、事
業の実施に関する能力・実績が一定の基準を満た
す処理業者は、優良認定を受けられるようになり
ました。
　この認定は、排出事業者が安心して廃棄物処理
を委託できる優良業者を選ぶ目安になっています。
　なお、処理業者にとっては、認定を受けること
で通常５年である許可の有効期間が７年に延長さ

れ、許可更新に要する負担が軽減され、特に広域
的に事業展開する処理業者にとって大きなインセ
ンティブになります。
　また、遵法性や事業の透明性等、法令の基準に
適合し優良認定を受けた処理業者に対して、県の
融資制度において優先的支援を行う等により、優
良な処理業者を育成し、より信頼できる産業廃棄
物処理体制の整備を進めています。

　政府が定める新型コロナウイルス感染症対策の
基本的対処方針においては、廃棄物処理業に関わ
る事業者は、国民生活・国民経済の安定確保に不
可欠な業務を行う事業者と位置付けられており、
十分な感染防止対策を講じつつ、事業を継続する

ことが求められています。感染性廃棄物の回収、
処理に支障が生じないよう、処理業者に対し、感
染症拡大時に対応できる体制整備及び感染防止対
策の徹底を指導しました。

４　　排出事業者と再生事業者等のマッチングの推進　【廃棄物・リサイクル課】

５　　優良処理業者の育成　【廃棄物・リサイクル課】

６　　各種感染症拡大時にも対応できる体制の整備　【廃棄物・リサイクル課】

66



　水銀に関する水俣条約（2017［平成29］年８
月16日発効）を踏まえた水銀対策として、2015（平
成27）年６月に「水銀による環境の汚染の防止に
関する法律」が制定され、同年11月に「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律施行令」が、同年12月
に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」
が改正されました。
　その後、2017（平成29）年度に「廃水銀等」「水
銀含有ばいじん等」「水銀使用製品産業廃棄物」を
定義したほか、産業廃棄物処理施設への追加や、

処理基準の追加などが定められ、2018（平成30）
年度においては、水銀使用製品産業廃棄物の追加、
廃水銀等を排出する特定施設の追加が定められ、
2019（平成31）年３月３日に施行されました。
　県では、ホームページ「群馬県産業廃棄物情報」
における広報等で、水銀廃棄物の排出者である家
庭や事業者及び処理主体である市町村や処理業者
に対して、法令や処理に関する情報提供を行って
います。

２　　水銀廃棄物の処理の推進　【廃棄物・リサイクル課】

　ポリ塩化ビフェニル（PCB）は、難分解性で、
かつ、人の健康及び生活環境に係る被害を生ずる
おそれがある物質であることなどから、PCB廃
棄物の保管、処分等について必要な規制等を行う
ことを目的に、2001（平成13）年７月に「ポリ
塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法」（PCB 特措法）が施行されました。
　この法律に基づき、変圧器（トランス）、コン
デンサーなどPCBを含む廃棄物を保管する事業
者は、毎年度、知事又は中核市長（前橋市・高崎
市）に保管・処分状況を届け出る義務があり、届
出状況は表2－2－2－16のとおりとなっていま
す。届出を行った事業場に対しては、早期処理と
適正な保管等を行うよう指導しています。

　PCB廃棄物を安全・適切に処理するために、
2004（平成16）年４月に国が全額を出資して、中
間貯蔵・環境安全事業㈱（JESCO）が設立されま
した。県内の事業場に保管等されている高濃度の
PCBを含有する機器については、2008（平成20）
年５月から室蘭市にある同社の北海道PCB処理事
業所において、処理が行われています。

　PCB特措法が定める、高濃度のPCBを含有す
る廃棄物の処分期間は、変圧器（トランス）・コン
デンサー等は2021（令和３）年度末まで、安定器・
汚染物等は2022（令和４）年度末までに終了して
おり、新たに高濃度のPCB を含有する機器を確
認した場合は、直ちに処分しなければなりません。
　一方、低濃度のPCBを含有する廃棄物について
は、国が認定した無害化処理認定施設等で、2026

（令和８）年度末までに処分する必要があります。
　未届出のPCB廃棄物等は、処分期間内に処分さ
れないおそれがあることから、県や中核市ではア
ンケート及び現地訪問等による掘り起こし調査を
実施しています。未届出の事業場が確認された場
合は、届出をして、期間内に処分するよう指導し
ています。
　なお、PCB廃棄物の処理費用は高額となること
から、次のとおり支援制度が設けられています。
①中小企業等処理費用軽減制度
　�　JESCOでは、中小企業者等や個人を対象とし

て、PCB廃棄物（高濃度に限る。）の処理費用
の負担軽減措置を設けています。

②群馬県環境生活保全創造資金融資
　�　県では、県内中小企業者等向けに、PCB 廃棄

物（高濃度・低濃度いずれも。）の収集運搬、処
分及び代替機器設置の費用を対象とした融資制
度を設けています（限度額5,000万円・利率
1.7%/年以内・期間７年以内）。※着手前に事前
審査が必要です。

１　　PCB廃棄物の処理の推進　【廃棄物・リサイクル課】

第３項　有害物質を含む廃棄物の確実な処理の推進

表2−2−2−16　県内におけるPCB廃棄物保管届出状況

年度 H29 H30 R元 R２ R３

事業場数 1,338 1,280 911 989 800
(883) (839) (573) (738) (593)

（注）括弧内は県所管の事業場数（内数）
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（1）不法投棄の現状
　2022（令和４）年度に県内で新たに認知した
不法投棄は、68件・18tでした。このうち、県分
の４件は全て年度内に撤去終了等により解決を達
成し、不法投棄早期解決率は100％でした。
　不法投棄の大規模な事案は減少し、全体として

小規模化傾向にありますが、依然として後を絶た
ない状況です（表2－2－2－17）。
　不法投棄された廃棄物の種類では、建設系以外
の廃棄物が74％を占めています（表2－2－2－
18）。

（2）�不適正処理の現状
　不適正処理とは、不法投棄や不法焼却、不適正
保管などの総称です。
　2022（令和４）年度に県内で新たに認知した
不適正処理は、112件・50tでした（表2−2−2
－19）。
　不適正処理の種類では、不法投棄が最も多くな

っています（表2−2−2－20）。
　不適正保管と不法焼却は、それぞれ20件前後
で推移しています。不法焼却では、基準を満たさ
ない焼却炉における廃棄物の焼却のほか、いわゆ
る野焼きで廃棄物を処分しようとした事案が多く
を占めています。

１　　未然防止・早期発見・早期解決に向けた不適正処理対策の強化　【廃棄物・リサイクル課】

第４項　不法投棄等不適正処理対策の強化

年度 Ｈ30 Ｒ元 R２ R３ R４
件数 56 52 47 75 68 

県 11 10 3 6 4 
前橋市 31 27 25 23 19 
高崎市 14 15 19 46 45 

量（t） 780 362 62 18 18 
県 87 148 26 1 1 

前橋市 684 203 6 5 13 
高崎市 9 11 30 12 4 

年度 H30 R元 R２ R３ R４

建
設
系

がれき類 10 (18%) 2 (4%) 6 (13%) 9 (12%) 3 (4%)
廃 プ ラ 13 (23%) 8 (15%) 4 (9%) 0 (0%) 3 (4%)
木 く ず 2 (4%) 2 (4%) 0 (0%) 2 (3%) 1 (2%)
混合廃棄物 14 (25%) 14 (27%) 11 (23%) 10 (13%) 11 (16%)
小　計 39 (70%) 26 (50%) 21 (45%) 21 (28%) 18 (26%)

建設系以外 17 (30%) 26 (50%) 26 (55%) 54 (72%) 50 (74%)
合計 56 52 47 75 68

表2−2−2−17　不法投棄の推移 表2−2−2−18　不法投棄された廃棄物の種類� （単位：件）

（注）中核市（前橋市及び高崎市）分を含む。（　）内は全体に占める割合。

年度 H27
（　）内は大同を除く H28 H29 H30 R元 R２

（　）内は東邦を除く R３ R４

件数 120
（119） 81 122 118 98 91

（90） 106 112 

県 36
（35） 39 44 35 29 16

（15） 16 23 

前橋市 40 24 65 51 37 32 27 34 
高崎市 44 18 13 32 32 43 63 55 

量（t） 301,409
（7,079） 908 2,345 2,285 1,559 24,283

（609） 876 50 

県 301,306
（6,976） 884 2,023 1,572 1,288 24,226

（552） 789 14 

前橋市 21 14 313 693 204 6 6 17 
高崎市 82 10 9 20 67 51 81 19 

表2−2−2−19　不適正処理の推移

（注）１　2015（平成27）年度の大同特殊鋼㈱渋川工場から排出された鉄鋼スラグの不適正処理分は、１件 
294,330tである。

　　２　2020（令和２）年度の東邦亜鉛㈱安中製錬所から排出された非鉄スラグの不適正処理分は、１件 
23,674tである。
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区分
年度 不法投棄 不適正保管 不法焼却 無許可営業 無許可設置 その他 計

R２ 47 (52%) 18 (20%) 25 (27%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (1%) 91(100%)

R３ 75 (71%) 15 (14%) 16 (15%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 106(100%)

R４ 68 (61%) 18 (16%) 26 (23%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 112(100%)

表2−2−2−20　不適正処理の種類	 　　� （単位：件）

※中核市（前橋市及び高崎市）分を含む。（　）内は全体に占める割合。

（3）不適正処理対策
　廃棄物の不法投棄等不適正処理事案の未然防止
や早期発見に向け、次のとおり取り組んでいます。
　ア　未然防止

ａ　意識啓発
　各種広報媒体を活用し、不適正処理防止に
係る事業者及び県民等への意識啓発を図って
います。
ｂ　実地調査
　県警、市町村及び関係団体と連携し、主に
県外から流入する産業廃棄物運搬車両を対象
とした路上調査を実施しています（2022［令
和４］年10月７日、於国道17号月夜野情報タ
ーミナル駐車場）。

　イ　早期発見
ａ　情報の入手
　ⅰ「�産業廃棄物110番」・「不法投棄等情報

受付箱」
　�　廃棄物・リサイクル課内にフリーダイ

ヤル「産業廃棄物110番」を設置して広く
県民から情報を受け付けています（2022

［令和４］年度は54件を受理）。
　�　また、インターネット上に「不法投棄等

情報受付箱」を設置し、メールでも受け付
けています（2022［令和４］年度は19件
を受理）。

　ⅱ�「廃棄物不法投棄の情報提供に関する協
定」の締結

　�　人口減少期を迎え、空き家、空き地な           
ど、不法投棄場所として狙われやすい箇所         
の増加が懸念されることから、不法投棄の         
情報収集網の強化を図るため、12機関・          
団体と協定を締結しています。

○協定締結機関・団体
日本郵便株式会社
群馬県農業協同組合中央会
群馬県森林組合連合会
東京電力パワーグリッド株式会社
一般社団法人群馬県タクシー協会
一般社団法人群馬県トラック協会
赤十字飛行隊群馬支隊
一般社団法人群馬県自動車整備振興会
一般社団法人群馬県フロン回収事業協会
群馬県電気工事工業組合
公益社団法人群馬県不動産鑑定士協会
公益財団法人群馬県環境検査事業団

ｂ　監視指導（パトロール）
　ⅰ�　産業廃棄物不適正処理監視指導員
　　（通称：産廃Ｇメン）の設置

　警察官ＯＢである産廃Ｇメンが、４班８
名体制で監視指導（パトロール）を行って
います（年間延べ1,440人・日）。

　ⅱ�　休日等における監視の民間警備会社へ
の委託

　�　行政機関による監視が手薄になる休日等
における監視の目を確保するため、民間警
備会社に委託して監視業務を行っています

（年間104日）。
　ⅲ�　スカイパトロールの実施（後述４参照）
　�　県警の協力を得て、県警ヘリコプター「あ

かぎ」による空からの監視を行っています
（2022［令和４］年度は23回）。

　ⅳ�　廃棄物適正処理推進強化月間
　�　環境月間である６月と、年末で廃棄物の

排出量が増加する12月を廃棄物適正処理
推進強化月間と定め、通常監視に加えて、
次のとおり重点的に取り組んでいます。

　・職員による休日監視
　・産業廃棄物処分業者に対する立入検査
　・廃棄物適正処理推進の広報啓発

産業廃棄物110番

0120-81-5324
ハイ ゴミ通報
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　ⅴ�　「建設工事に係る資材の再資源化等に
関する法律」（建設リサイクル法）遵守
状況調査の実施

　�　建築物等の解体工事における建設リサイ

クル法の遵守状況を調査し、適正処理を指
導するため、建設部局等と連携して例年６
月と10月にパトロールを行っています。

　廃棄物の不適正処理防止の啓発事業実施のため、
警察や中核市、（公社）群馬県環境資源創生協会ほ
か関係団体と群馬県廃棄物不適正処理防止啓発推
進本部を設置しています。同本部において、これ
まで継続開催してきたイベント事業がコロナ禍で
連続中止となったこと等も踏まえ、2022（令和4）
年度にはこれを見直し、「動画配信による啓発事業」
をYouTuberを活用して実施しました。

　・�『濡れ衣を晴らしに行きました』（群馬のヤン
キーYouTubeチャンネル）

　・�『不法投棄を絶対に許さない群馬のヤンキー』
（紹介用）（群馬県の動画情報発信サイト
tsulunos）

　また、県が特命産廃Ｇメンを委嘱しているロー
カルヒーロー「超速戦士Ｇ－FIVE」にも継続し
て協力を依頼し、啓発活動の強化を図っています。

２　　様々な媒体・取組を活用した不適正処理防止啓発活動の強化　【廃棄物・リサイクル課】

３　　警察・市町村等関係機関との連携強化　【廃棄物・リサイクル課、（警）生活環境課】

　認知した不適正処理事案に対しては、早期解決
に向け、廃棄物・リサイクル課（警察からの出向
者を含む）の職員が、警察や県職員に併任発令さ
れた市町村の職員と連携を図り、迅速かつ綿密な
調査を行っています。その上で、原因者に対して
強力な是正指導を継続して行い、現場の原状回復
を図るとともに不適正処理の再発防止に努めてい
ます。

（1）警察との連携
　県警察では、生活安全部生活環境課と各警察署
が連携して環境犯罪に対する取締りを積極的に推
進しているほか、県や中核市に警察官を出向・派
遣し、関係機関との情報交換や共同臨場等行政と
連携した活動を行っています。
　また、環境被害の拡大防止と早期の原状回復を
図るため、関係機関に必要な情報提供を行ってい
ます。

出向・派遣数
　2023（令和５）年４月１日現在、県知事部局
に２人出向し、前橋市及び高崎市に１人ずつ派遣
しています。

（2）市町村との連携
　ア　市町村職員の県職員併任発令

　不適正処理事案への対応を強化するために、
市町村職員を群馬県職員に併任して産業廃棄物
に関する立入検査権を付与しています（2023

［令和５］年３月31日現在、中核市２市を除く
33市町村113人）。

　イ　不法投棄監視カメラの貸出し
　不法投棄の未然防止及び拡大防止を図るとと
もに、行われた場合には原因者の特定につなげ
るため、市町村に不法投棄監視カメラ（５台保有）
を貸し出しています（2022［令和４］年度実績 
４件）。
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　本県は、山間地や河川が多く、廃棄物の不法投
棄が行われやすい環境にあることから、県警ヘリ
コプター「あかぎ」によるスカイパトロールを定
期的に実施し、目の届きにくい山間部等を上空か
ら監視することで、不法投棄等の発見に努めてい
ます。
　また、県警察では、組織的・広域的な事犯、暴
力団が関与する事犯、行政指導を無視して行われ
る事犯等を重点に取締りを強化しています。
検挙状況
　2022（令和４）年中における廃棄物処理法違

反の検挙状況は、表2－2－2－21のとおりであり、
2018（平成30）年以降の推移は図2－2－2－3
のとおりです。
　近年の特徴としては、大規模な不法投棄等は減
少する一方、投棄の規模こそ小規模ですが、家屋
の解体工事に伴って排出される木くずやがれき類
等の不法投棄、ビニール類の不法焼却、家庭から
排出される粗大ごみ等の不法投棄・不法焼却とい
った悪質な事犯の検挙が目立っています。

４　　県警ヘリコプター「あかぎ」によるスカイパトロール　【廃棄物・リサイクル課、（警）生活環境課】

表2－2－2－21　廃棄物処理法違反検挙状況
廃棄物種別 態様 件数 人員

産業廃棄物
不法投棄 3 4
不法焼却 6 8

委託･受託違反等 0 0

一般廃棄物
不法投棄 12 12
不法焼却 12 13

委託違反等 0 0
合　　計 33 37

図2−2－2－3　廃棄物処理法違反検挙状況

（1）概要
　産業廃棄物の不適正処理事案や土砂等埋立て事
案の是正指導には、処理された廃棄物等の量や面
積等の迅速かつ正確な把握が重要であることから、
ドローン測量システムを2020（令和２）年度か
ら運用しています。
　この導入により、従来より短時間で正確かつ安

全に測量することが可能になりました。デジタル
データの測量結果を不適正処理の是正指導や検査
等に活用しています。

（2）運用状況
2022（令和４）年度　使用回数　22回

（内訳：廃棄物２回、土砂20回）

５　　ドローン測量システムの運用　【廃棄物・リサイクル課】
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検挙件数
検挙人員

Ｈ30年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年
52 63 51 44 33
62 65 58 47 37

（1）事案の経緯と概要
　大同特殊鋼㈱渋川工場の製鋼過程で副産物とし
て排出された鉄鋼スラグは、路盤材として出荷さ
れていました。
　2013（平成25）年６月、渋川市内の道路の改
修工事に際し、路盤材として使用されていた当該
スラグを検査したところ、土壌環境基準・「土壌

汚染対策法」の指定基準（土壌環境基準等）を超
えるふっ素及び六価クロムが検出されました。
　県では、これを契機に調査を開始し、2014（平
成26）年１月以降、同工場及び関係会社に対し
て廃棄物処理法に基づく立入検査を実施するとと
もに、鉄鋼スラグの取扱い状況等について報告を
求めました。

６　　不適正処理事案（大同特殊鋼㈱鉄鋼スラグ）　【環境保全課、廃棄物・リサイクル課】
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（2）廃棄物処理法に基づく調査の結果
　ア　鉄鋼スラグの利用と土壌汚染の発生

　2001（平成13）年にふっ素の土壌環境基
準が設定され、2003（平成15）年にふっ素
の指定基準を設定した「土壌汚染対策法」が
施行されました。
　これに伴い、鉄鋼業界では、ふっ化物（蛍
石）を使用しない操業への移行や、鉄鋼スラ
グに含まれる有害物質の検査を行い、環境安
全性を確認して路盤材等に再生利用する方法
がとられてきました。
　しかし、同工場は、その後もふっ化物（蛍
石）の添加を止めることなく、また、鉄鋼ス
ラグの大半がふっ素の土壌環境基準等を超過
していることを承知した上で出荷を続け、当
該スラグが使用された施工箇所の一部で基準
を超える土壌汚染を生じさせました。

イ　廃棄物認定
　ふっ素の土壌環境基準等が設定されて以降、
同工場から製鋼過程の副産物として排出され
た鉄鋼スラグは、土壌と接する方法で使用し
た場合、ふっ素による土壌汚染の可能性があ
り、 ま た、2002（ 平 成14） 年 ４ 月 か ら
2014（平成26）年１月までの間、関係者の
間で逆有償取引等が行われていたことから、
当該スラグを廃棄物と認定しました。
　記録が確認できた2002（平成14）年４月
から出荷を停止した2014（平成26）年１月
までの間、同工場から出荷された鉄鋼スラグ
の総量は、29万4,330tです。

（3）県の対応
ア　調査結果の公表と行政処分等

　県は、2015（平成27）年９月、廃棄物処
理法に基づく調査の結果を公表するとともに、
廃棄物処理法違反で関係者を県警に告発しま
した。また、2016（平成28）年８月、関係
会社に対して廃棄物処理法に基づく許可取消
処分を行いました。

イ　使用箇所に係る調査要請等
　大同特殊鋼㈱渋川工場から排出された鉄鋼
スラグの使用箇所について、公共工事は工事
実施主体に調査を要請、民間工事は大同特殊
鋼㈱に対し、調査及び県への報告を指示して
います。

ウ　使用箇所の状況と環境影響
　2022（令和４）年12月末現在、当該スラ
グの使用が確認された工事は、公共工事348
か所、民間工事127か所の計475か所です。
このうち、土壌汚染が確認された160か所に
ついて、周辺地下水の調査を実施し、環境へ
の影響を確認しており、これまでの調査の結
果では、地下水への影響は認められませんで
した。

エ　今後の取組
　今後とも当該スラグの使用箇所の解明を進
め、判明した使用箇所は全て県がリスト化し
ます。新たに使用箇所が判明した場合には、
これまでと同様の方法で環境調査を行い、県
民の皆様の安全・安心の確保に努めていきま
す。

（1）事案の経緯と概要
　東邦亜鉛㈱安中製錬所の亜鉛の生産・製造工程
で発生する非鉄スラグは、路盤材原料として出荷
されていました。
　県による調査の結果、非鉄スラグには土壌環境
基準・「土壌汚染対策法」の指定基準（土壌環境
基準等）を超える鉛や砒素が含まれることが判明
しました。
　2018（平成30）年５月、県は東邦亜鉛㈱をは
じめとする関係者に対し、廃棄物処理法に基づく
立入検査を実施し、非鉄スラグを路盤材原料とし
て使用しないよう指示するとともに、非鉄スラグ
の取扱い状況等について報告を求めました。

（2）廃棄物処理法に基づく調査の結果
　ア　非鉄スラグの性状

　東邦亜鉛㈱の非鉄スラグには、亜鉛鉱石に
由来する鉛や砒素が含まれています。県によ
る非鉄スラグの検査結果においても、鉛の溶
出量・含有量や砒素の溶出量が土壌環境基準
等を超過していました。非鉄スラグを路盤材
など土壌と接する方法で使用した場合、鉛や
砒素による土壌汚染の可能性があります。

イ　非鉄スラグの取引
　東邦亜鉛㈱は、路盤材原料向け非鉄スラグ
の取引において、非鉄スラグの販売代金を受
け取る一方、これを上回る運賃補助等を支払

７　　不適正処理事案（東邦亜鉛㈱非鉄スラグ）　【環境保全課、廃棄物・リサイクル課】
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っており、非鉄スラグに係る一連の取引は、
関係者の間でいわゆる逆有償取引でした。
　非鉄スラグの取引量やその代金等が関係資
料等により確認できた期間は、2014（平成
26）年６月から2016（平成28）年３月まで
であり、この間の路盤材原料向け非鉄スラグ
の取引量は、２万3,674tです。

ウ　廃棄物該当性
　県は、調査の結果から、物の性状、排出の
状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及
び占有者の意思等を総合的に勘案して判断し、
路盤材原料向け非鉄スラグを廃棄物と認定し
ました。

（3）県の対応
ア　調査結果の公表と行政処分

　県は、2020（令和２）年９月、廃棄物処理
法に基づく調査の結果を公表するとともに、
関係者に対して廃棄物処理法に基づく処理業

の停止及び施設の使用停止処分を行いまし
た。

イ　使用箇所に係る調査要請等
　県は、東邦亜鉛㈱に対して、使用箇所の全
容解明に当たるとともに、判明した使用箇所
における環境調査の加速化と結果の報告及び
生活環境の保全上支障が生じないよう必要な
措置を指示しています。
　2023（令和５）年１月末現在、非鉄スラ
グの使用箇所は、公共工事１か所、民間工事
120か所の計121か所です。これまでの調査
結果では、土壌汚染は確認されていません。
　また、東邦亜鉛㈱は非鉄スラグの撤去を進
めています。これまで101か所で撤去され、
撤去されていない20か所は、撤去完了まで
の間、立入禁止措置などが講じられており、
有害物質の摂取リスクは極めて低いと言えま
す。
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　建設工事に伴い排出された土砂等による埋立て
等について、周辺住民から有害な物質の混入や堆
積された土砂等の崩落が心配されています。
　これらの状況も踏まえ、生活環境を保全すると
ともに、土砂災害の発生を防止するため、2013（平
成25）年６月に「群馬県土砂等による埋立て等
の規制に関する条例」（県土砂条例）を制定しま
した。
　県では、厳正な許可審査や立入検査等により土
砂等の埋立て等の適正化を推進するとともに、不
適正処理対策と同様に警察や関係機関との連携等
により、不適正事案等の未然防止・早期発見・早
期解決に取り組んでいます。
　なお、主な規制内容は次のとおりです。

（1）�土壌基準に適合しない土砂等による埋立て等
の禁止

　埋立て等のために搬入される土砂等の汚染に関
する基準（土壌基準）を規則で定め、土壌基準に
適合しない土砂等による埋立て等を禁止していま
す。

（2）特定事業の許可
　土砂等による埋立て等を行う区域以外の場所か
ら排出又は採取された土砂等により、3,000㎡以
上の埋立て等を行う事業（特定事業）を許可の対
象とし、特定事業を行おうとする者（事業者）は、
原則として知事の許可を要することとしています

（表2－2－2－22）。

（3）土砂等の搬入の事前届出
　排出現場の確認及び土壌の安全性を担保するた
め、許可を受けた事業者は、土砂等を搬入する
10日前までに、排出現場ごとの土砂等排出元証
明書及び当該土砂等に係る土壌検査証明書を添付
の上、届出書を提出しなければなりません。

（4）定期検査及び立入検査
　許可を受けた事業者に対し、特定事業区域の定
期的な土壌検査及び検査結果の報告を義務付ける
とともに、立入検査を実施しています。

１　　県土砂条例に基づく厳正な許可審査及び立入検査等による指導の強化　【廃棄物・リサイクル課】

第５項　土砂等埋立ての適正化推進

　県土砂条例の規制が及ばない3,000㎡未満の土
砂等の埋立て事案に対応するためには、各市町村
において、地域の実情に合わせた市町村土砂条例
を制定することが不可欠です。
　このため、県では、市町村に対して市町村条例
“例”の提供、条例の必要性の説明など、市町村

条例の制定促進に取り組んでいます（表2－2－2
－23）。
　併せて、県及び各市町村の土砂条例の施行にお
いて、疑義事案への早期対応等のためには相互の
連携が重要であると考え、土砂条例連絡会議を随
時開催し、情報交換等を行っています。

２　　市町村土砂条例の制定支援による隙間のない監視指導体制の構築　【廃棄物・リサイクル課】

表2−2−2−23　土砂条例を制定している市町村（29市町村）� 2023（令和５）年３月31日現在

市町村

桐生市・沼田市・館林市・渋川市・富岡市・安中市・
みどり市・榛東村・吉岡町・神流町・下仁田町・
甘楽町・中之条町・高山村・片品村・川場村・
昭和村・みなかみ町・玉村町・明和町・千代田町

太田市・
伊勢崎市・
上野村

高崎市・
板倉町・
邑楽町

前橋市・
藤岡市

許可対象面積 500㎡以上3,000㎡未満 1,000㎡以上
3,000㎡未満 500㎡以上 1,000㎡以上

県条例の適用 3,000㎡以上 適用しない

表2−2−2−22　特定事業の許可状況� （単位：件）
年度 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４
許可 5 7 6 10 3

変更許可 4 2 1 2 0
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